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１. 18年 9月中間期の連結業績（平成18年4月1日 ～ 平成18年9月30日）
(1)連結経営成績 （百万円未満は切捨て表示）

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 75,484 3.9 3,420 12.5 2,740 47.4
17年 9月中間期 72,625 △ 22.7 3,039 △ 15.3 1,858 △ 59.1
18年 3月期 154,580 6,451 5,292

１　株　当　た　り 潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 円　銭 円　銭
18年 9月中間期 1,365 154.5 21.29 ―
17年 9月中間期 536 △ 65.6 8.36 ―
18年 3月期 2,350 36.23 ―
(注)①持分法投資損益        18年 9月中間期      △162百万円 17年 9月中間期      △776百万円 18年 3月期       △845百万円
    ②期中平均株式数（連結）18年 9月中間期 64,143,154株　　 17年 9月中間期 64,145,484株　　 18年 3月期  64,144,884株
    ③会計処理の方法の変更　　 無
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　銭　
18年 9月中間期 167,652 113,289 64.5 1,685.82    
17年 9月中間期 165,455 106,571 64.4 1,661.42    
18年 3月期 171,110 108,110 63.2 1,685.03    
(注)期末発行済株式数（連結）18年 9月中間期 64,142,752株　　 17年 9月中間期 64,144,828株　   18年 3月期  64,143,457株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期   末   残   高

百万円 百万円 百万円 百万円
18年 9月中間期 11,651 △ 1,320 △ 905 27,115    
17年 9月中間期 1,988 1,104 △ 690 17,587    
18年 3月期 5,959 △ 2,070 △ 1,382 17,689    

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  2　社   持分法適用非連結子会社数　6　社   持分法適用関連会社数　4　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 1　社  （除外）─　社   持分法（新規） 1　社  （除外） 2　社

２. 19年 3月期の連結業績予想（平成18年4月1日 ～ 平成19年3月31日）
　 売   上   高 経　常　利　益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
通　　期 158,000 5,900 3,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）      46 円  77 銭

※ 業績予想につきましては、当社が現時点で合理的であると判断する一定の条件に基づき作成しており、実際の業績は
 予想と大幅に異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料の６ページをご参照下さい。

中間(当期)純利益
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１．企業集団の状況 
 
  当社の企業集団は、当社、親会社株式会社日立製作所、子会社８社、関連会社１４社で構成され、コンピュータソ
フトウェアの開発及び販売並びに情報処理機器の販売を中心に行っております。 
 
  当社グループの事業に係る位置付けは次のとおりであります。 
 
 システム開発・・・当社が製造販売するほか、親会社株式会社日立製作所が製造販売しており、その一部は当社が提

供しております。また当社のソフトウェアの開発にあたり、国内子会社日立ビジネスソリューショ
ン株式会社、日立エスケイソーシャルシステム株式会社、国内関連会社株式会社アイネス、日本デ
ータスキル株式会社、株式会社科学情報システムズ、株式会社日本コンピュータコンサルタント、
株式会社エスコム、海外子会社 HITACHI SOFTWARE ENGINEERING AMERICA, LTD.等に開発の一部を
委託しております。 

 
 情報処理機器・・・親会社株式会社日立製作所等からコンピュータ、ＯＡ機器等を仕入れ、当社が情報処理機器を販

売するほか、情報処理機器の一部を親会社株式会社日立製作所、子会社日立ビジネスソリューショ
ン株式会社、HITACHI SOFTWARE ENGINEERING AMERICA, LTD. 、HITACHI SOFTWARE ENGINEERING FRANCE 
S.A.S.、HITACHI SOFTWARE ENGINEERING EUROPE A.G.、HITACHI SOFTWARE ENGINEERING (UK) LTD.
等を通じて販売を行っております。 

 
 事業の系統図は次の通りであります。 
 

 

★：連結対象会社
☆：持分法適用会社

（注）子会社日立ビジネスソリューション株式会社は、東京証券取引所市場第一部に上場しております。

エ　　　ン　　　ド　　　ユ　　　ー　　　ザ

関連会社
　日立アイ・エヌ・エス・
　　ソフトウェア株式会社

ソフトウェア
の開発ソフトウェア及び

情報処理機器の販売

ソフトウェア
の開発及び
情報処理機器
の販売

製 品 の 販 売

ソフトウェアの開発、
システム運用・管理サービス他

建物及びコンピュータ
等の設備に関する
セキュリティ管理・
寮管理業務他

製品の販売

情 報 処 理 機 器 の 販 売

ソフトウェア
の開発

関連会社
　株式会社植物
　　　　　ゲノムセンター

遺伝子機能
解析の研究

子会社
　☆キャブカード
　　　＆サービス株式会社

親会社
　 株式会社 日立製作所

シ　ス　テ　ム　開　発 情　報　処　理　機　器

当　　　　　　　　　　　　　社

ソフトウェア及び情報処理機器の販売 関連会社
　☆株式会社よみうり
　　　　　　　コンピュータ
　　株式会社よみうりソフト

子会社
　☆HITACHI SOFTWARE ENGINEERING
 　    AMERICA,LTD.
  ☆HITACHI SOFTWARE ENGINEERING
　　   FRANCE S.A.S.
  ☆HITACHI SOFTWARE ENGINEERING
　　   EUROPE A.G.
  ☆HITACHI SOFTWARE ENGINEERING
　　   (UK)LTD.

子会社
　★日立ビジネス
　　　　ソリューション株式会社
　★株式会社ピスク

関連会社
　☆株式会社ビジネスブレイン
　　　　　　　　　　太田昭和

シ ス テ ム 開 発 、
コンサルティング等

子会社
　☆日立エスケイソーシャルシステム株式会社
関連会社
　　日本データスキル株式会社
　　株式会社科学情報システムズ
　　株式会社日本コンピュータコンサルタント
　　株式会社エスコム

ソフトウェアの開発

関連会社
　☆株式会社アイネス

情報処理機器
等の仕入他
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２．経営方針 
（１）経営の基本方針 
   当社グループは、「顧客第一主義」「人間・環境尊重」「真心」を内容とする「真実一路」の精神を時
代を超えて変わることのない経営理念と考えております。 

   その経営理念の下で、ユビキタス社会の基礎をソフトウェア技術で支え、すべての人々が安心して生き
生きと暮らすための先進サービスを創造してまいります。そして日々進化する社会やお客様の期待に応え、
感動を与えるために、常に変革と挑戦の精神を持ち、未来を拓いていく企業でありたいと考えております。 

 
（２）利益配分に関する基本方針 
   配当につきましては、株主各位に対する適正な利益の還元と経営基盤強化のための内部資金の確保との
バランスを考慮し、利益水準、財政状態及び配当性向等を総合的に勘案して決定することとしております。 

   上記の方針に基づき、当社は２００６年１０月３０日開催の取締役会において、１株当たり１２円の中
間配当金をお支払いすることを決議いたしました。また期末配当金につきましても、１株当たり１２円を
予定しており、当期の年間配当金は、１株当たり２４円となる見込です。 

 
（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
   投資単位の引下げは、個人投資家層の拡大及び株式の流動性を高める有効な施策であると考えておりま
す。今後とも市場の要請や株価の推移等を勘案して検討してまいりたいと存じます。 

 
（４）目標とする経営指標 
   当社が事業展開に際し重視している経営指標は、営業利益の増額と利益率の改善を第一に、売上高の成
長性、ＲＯＥ(自己資本当期純利益率)の向上を重要な経営指標と考えております。また、資本コストに見
合った収益状況を示す日立グループ独自の付加価値指標「ＦＩＶ 

※

(Future Inspiration Value)」も重要
な経営指標としております。 

   ※FIV：税引後事業利益から資本コストを控除した経済的付加価値をベースにした、日立独自の付加価値評価指標。 

 
（５）会社の対処すべき課題 
   当社グループは、注力事業を「システム開発事業」「プロダクト＆パッケージ事業」「サービス事業」
の３事業と定め、事業構造改革、マネジメントプロセスの定着に努めることで高収益企業への変革に取り
組んでまいります。 

   ①事業ポートフォリオを組み替え、「プロダクト＆パッケージ事業」「サービス事業」を拡大すること
で、高収益分野の売上高の拡大と収益力の向上を図ります。 

   ②当社グループの基盤事業である「システム開発事業」では、得意分野、高収益分野へのシフトを推進
する一方、開発工程の徹底管理により不採算案件の発生防止に努め、利益率の向上を図ります。 

   ③システム設計力・業務設計力・共通設計力の強化、ソフトウェアの海外発注の拡大を図り、「モノづ
くり力の強化」に努めます。 

   ④新規顧客の開拓、提案力の強化、営業効率の向上に取り組み、「営業力の強化」に努めます。 
   ⑤生産性向上、及び国際調達による原価低減を強力に推進し、収益の向上を実現いたします。 
   ⑥世界に通用するグローバル製品・サービスの提供により国際関連事業の強化拡大を図ります。 
   ⑦当社グループ会社との密接な連携によりシナジー効果の発揮を図ります。 
   ⑧内部統制システムの確立と運用並びに法令遵守、企業倫理、情報漏洩防止、環境への配慮、輸出管理

体制の整備を図り、企業の社会的責任(ＣＳＲ)を果たします。 

   以上の諸施策を実行し、堅固な事業基盤の確立と業績の改善に邁進し、日立ソフトの企業価値の一層の
向上を目指してまいります。 
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（６）親会社等に関する事項 

   ①親会社等の商号等                           (2006 年 9 月 30 日現在) 

 
親 会 社 等 

 
属 性 

親会社等の 
議決権所有割合 

親会社等が発行する株券が 
上場されている証券取引所等 

株式会社日立製作所 親会社 51.9% 

株式会社東京証券取引所市場第一部、 
大阪証券取引所、名古屋証券取引所、 
福岡証券取引所、札幌証券取引所、 
ニューヨーク証券取引所(アメリカ) 

 
   ②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他上場会社と親会社の関係 
     株式会社日立製作所は当社議決権の５１.９％を所有する親会社です。当社は親会社の企業グルー

プの中で、情報事業分野に属し、親会社から主として金融(銀行・保険・証券)、 公共(官公庁・電力)
分野の大規模業務ソフトウェアの開発を受注しております。なお、当中間期における当社の親会社向
け売上構成比は、４６％となっております。 

     当社が情報事業を推進するには、株式会社日立製作所と日立グループ戦略及び情報事業戦略を共有
し、協力関係を強化することが重要であると認識しております。 

     このため、日立グループ全体の共存共栄のため、相互に緊密な連携、幅広い情報交換を図る目的で
取締役８名のうち、親会社の取締役、執行役及び特命顧問の３名(うち社外取締役として２名)が兼任
取締役として就任しております。 

     また、日立グループにおいて、当社グループと同じ情報サービス事業を営む上場会社として、株式
会社日立情報システムズ、株式会社日立システムアンドサービスがあり、各社とも得意な業務分野や
技術分野を持って事業展開を図っており、それぞれ特長のあるソフト・サービスを提供しております。 

 
   ③親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約及び一定の独立性の確保に関する考え方 
     親会社との兼任取締役として３名が就任していることから、親会社の情報事業戦略が当社の経営方

針等の決定に影響を及ぼす状況にありますが、２００５年６月の株主総会で、親会社以外から社外取
締役１名を選任しており、経営の独立性を高めるように努めております。 

     当社は、親会社と類似した情報事業を営んでおりますが、当社としては、親会社との間で顧客の分
担・業務の移管などで事業推進の効率化を図る一方、当社独自にソフトウェア開発、サービス、プロ
ダクト＆パッケージの３事業分野の拡大を図っていく方針であります。 

     特に、テレコム、セキュリティ、組み込みソフトなど得意分野のソフトウェア開発に関して、また、
独自製品である衛星画像、インタラクティブ(双方向)電子ボード「StarBoard」などは、自主的に研
究開発、製品開発、販売ルートの開拓を行っており、親会社によって当社の事業活動が制約されるこ
とはありません。 

     さらに、当社の事業推進上必要であれば、親会社以外のＩＴ・コンサルタント関連の企業やその他
事業会社との業務・資本提携を当社の判断で行っております。 

     今後とも、親会社との協力関係、連携を維持しつつ、親会社の企業グループ以外への売上を拡大す
ることにより、日立ソフトグループの企業価値の最大化に邁進するとともに、日立グループの情報事
業の業容拡大を図ってまいります。 

 
    (役員の兼務状況)                          (2006 年 9 月 30 日現在) 

役 職 氏 名 親会社又はそのグループ企業での役職 就 任 理 由 

取締役会長 川村  隆 株式会社日立製作所取締役 

株式会社日立プラントテクノロジー取締役会長 

日立グループ戦略及び情報
事業戦略の共有のため 

取 締 役 宗岡広太郎 株式会社日立製作所特命顧問 
株式会社日立ハイテクノロジーズ取締役 
株式会社日立プラントテクノロジー取締役 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行監査役 

監督体制の充実のため 

取 締 役 西川晃一郎 株式会社日立製作所執行役常務 

株式会社日立ディスプレイズ取締役 

監督体制の充実のため 
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３．経営成績及び財政状態 
（１）経営成績 

   ①当中間期の経営成績 

     わが国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加や雇用情勢の改善傾向など、国内民間需要に

支えられた景気回復が続いております。 

     情報サービス産業を取り巻く市場環境は好調に推移している一方で、競争はますます激化してきて

おります。ＩＴはお客様の業務の効率化のために活用される時代から、事業競争力の強化や新たなビ

ジネスモデル構築のための武器として活用する時代へと変化しております。 

     こうした中で当社グループは、「真実一路」の経営理念の下、ブレークスルー作戦に続く新全社改

革プロジェクトとして、２００８年度に営業利益率８％の達成を目指す「チャレンジ８＋(エイトプ

ラス)作戦」を展開し、「持続的成長への挑戦」に取り組んでおります。 

     この経営目標を達成するために、引き続き事業構造改革を着実に実行してまいります。 

     当社グループの事業基盤である「システム開発事業」を伸ばすとともに、将来の成長を担う新事業

として「サービス事業」及び「プロダクト＆パッケージ事業」の拡大を図ることで成長企業へのギア

チェンジを実現してまいります。 

     併せて、入口管理、社内標準規格｢e-Standard｣の徹底、プロジェクトの視える化などのマネジメン

トプロセスの実行とソフトウェアの海外発注及び国際調達による原価低減策を推進しております。 

     当中間期では、主力事業である「システム開発事業」の受注・売上の拡大に注力し、業績の向上に

努めてまいりました。また、今後の成長分野や新事業育成のために次の諸施策を実施いたしました。 

     今後の成長分野である組み込みソフトでは、ワールドワイドでビジネスを展開すべく、インタラク

ティブ（双方向）ＴＶ向けミドルウェア分野の先進企業であるスイスの Osmosys 社とブルーレイ（※１）・

ソフトウェアの分野で協業することに合意いたしました。 

     また、将来の中核事業となる「サービス事業」では、サービス事業強化の一環として、株式会社セ

ールスフォース・ドットコム殿と業務提携契約を締結し、同社のオンデマンドＣＲＭアプリケーショ

ン「Salesforce(セールスフォース)」を活用したＳａａＳ(Software as a Service : サース)（※２）

事業に参入いたしました。 

     さらに、「プロダクト＆パッケージ事業」では、「秘文(ヒブン)」「活文(カツブン)」「静紋(ジ

ョウモン)」「運用管理」「ＧＩＳ(地図情報)」などの実績のある製品の品揃え、機能強化により競

争力を高めました。 

     組織面では、地図ソリューション本部、セキュリティサービス本部、産業サービス本部を新設し、

新事業の推進体制の強化拡充を図りました。 

 

     以上の結果、当中間期の連結業績は、情報処理機器部門の売上が前年同期を下回る結果になったも

のの、高収益分野であるシステム開発部門の受注･売上を順調に拡大することができ、 

           連結受注高は ８００億９千３百万円（前年同期比  ０.８％減） 

           連結売上高は ７５４億８千４百万円（前年同期比  ３.９％増） 

     利益面では、システム開発の売上増加、原価低減・生産性向上による利益率改善により、 

           連結経常利益は ２７億４千万円  （前年同期比 ４７.４％増） 

           連結中間純利益は１３億６千５百万円（前年同期比１５４.５％増） 

    と売上･利益とも２００６年４月２５日に発表した中間期の業績見通しを達成することができました。 
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     部門別の営業の状況は、次のとおりであります。 

 

  【システム開発部門】 

     当部門では、金融機関の基幹業務システムやテレコム事業者向け業務システム、Suica/Edy を適用

した電子マネーシステム等の大規模業務ソフト開発が増加いたしました。また、携帯電話、カーナビ、

情報家電の組み込みソフトも好調に推移し、当社グループの得意分野、注力分野の受注･売上を拡大

することができました。一方、パッケージ製品は、運用管理などは順調に伸びたものの、機密情報漏

洩防止ソリューション「秘文」が、個人情報保護法による特需が一段落したため減少し、前年同期を

下回る結果となりました。 

     当部門の連結受注高は６７２億７千３百万円(前年同期比１０.２％増)、連結売上高は６１４億８

千６百万円(前年同期比１４.３％増)となりました。 

     セキュリティでは、印刷物での情報漏洩を抑止する強制透かし印刷製品「秘文 AE Watermark Print 

(ウォーターマークプリント)」を開発し、株式会社鹿児島銀行殿の全店舗のＰＣに導入を完了いたし

ました。 

     内部統制関連では、株式会社ビジネスブレイン太田昭和殿と連携して、コンサルティングから運

用・保守にわたるまでの一貫したサービスの提供を行っております。当中間期には、産業・金融の２

事業部に内部統制ビジネス推進部を設置したほか、新サービスとして、日本版ＳＯＸ法（※３）対応を支

援する「内部統制再構築ソリューション」、内部統制整備の文書化度合いを診断するサービス

「SoxBench」の提供を開始いたしました。 

     ＧＩＳ(地図情報)では、農業情報管理システム「GeoMation Farm(ジオメーションファーム)」が、

順調に拡大しているため、従来の製品に加えて大幅に情報管理、解析機能を拡充させた製品の新シリ

ーズを開発し、本年６月より販売を開始いたしました。ＩＴ技術を活用して効率良く高品質な農業生

産を支援する本システムは、既に北海道を中心として数十団体で活用して頂いております。 

 

  【情報処理機器部門】 

     当部門では、収益性を重視した営業活動を展開し、自社製品をはじめ金融機関・公共企業向けスト

レージシステムや基幹系サーバシステムなどの拡販に努めましたが、当中間期では大口ＳＩ案件を獲

得するには至らず、連結受注高は１２８億２千万円(前年同期比３５.０％減)、連結売上高は１３９

億９千８百万円(前年同期比２５.７％減)となりました。 

     自社製品では、インタラクティブ(双方向)電子ボード「StarBoard」が欧州を中心に好調に推移い

たしました。なお、株式会社さなる(佐鳴予備校)殿と共同開発した「情報通信技術を活用した次世代

授業システム」は、教育の情報化に貢献している点が評価され、「平成１８年度情報化促進貢献情報

処理システム」として情報化月間推進会議議長より表彰されました。 

     新製品では、指静脈認証装置の小型化、低価格化を実現した新製品「静紋(ジョウモン) J300」と、

認証管理システムの機能強化版「AUthentiGate(オウセンティゲート)」を株式会社日立製作所殿と共

同開発いたしました。 

    (※１) ブルーレイ：ブルーレイ・ディスクの略で、次世代光ディスクの規格の一つ 

    (※２) ＳａａＳ：ネットワークを通じてお客様にソフトウェアの機能を必要に応じて提供するサービス 

    (※３) 日本版ＳＯＸ法：金融商品取引法に「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制の評価制度」 
                として盛り込まれる制度のこと 

    (※４) 商標について：記載の会社名・製品名等は、各社の商標または登録商標です。 
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   ②通期の見通し 

     情報サービス産業は、依然として競争が激しいものの、企業収益の改善を背景に金融・テレコム分

野の大規模システムの再構築や内部統制支援ビジネス、セキュリティ、組み込みソフトなどの需要が

拡大し、引き続き好調に推移するものと思われます。 

     こうした中で、当社グループは、当期(2007年3月期)を「持続的成長への挑戦」に向けてのスター

トの年として、次の重点方針を掲げ、業績の達成を目指してまいります。 

     ・主力事業の「システム開発」では、売上高の拡大とマネジメントプロセスの着実な実行により収

益力の向上を図ります。 

     ・「サービス事業」と「プロダクト＆パッケージ事業」では、スピーディに新事業の創生を実行し

てまいります。 

     ・新規顧客の開拓、提案力の強化、営業効率の向上に取り組み、設計力と営業力の強化に努めます。 

 

     併せて、原価低減の徹底、品質と信頼性の向上、経費削減、人材の育成に努めます。さらにコンプ

ライアンスの強化や環境適合製品の提供など企業としての社会的責任(ＣＳＲ)を果たす活動に取り

組んでまいります。 

     今後とも全社一丸となって、新事業分野の拡大と堅固な事業基盤の確立に努め、持続的成長の実現

を目指してまいります。 

 

 

     2007 年 3 月期の連結業績見通しは、以下のとおりであります。 

      連結売上高        １，５８０億円（前期比 ２.２％増） 

       うちシステム開発     １，２８０億円（前期比１０.５％増） 

       うち情報処理機器       ３００億円（前期比２２.６％減） 

      連結経常利益                    ５９億円（前期比１１.５％増） 

      連結当期純利益                  ３０億円（前期比２７.６％増） 
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（２）財政状態 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、利益の改善に加え、作業の前倒し促進によるたな

卸資産の縮減などを図った結果、前年同期に比べ９６億６千３百万円増加し、１１６億５千１百万円と

なりました。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    当中間期の投資活動によるキャッシュ・フローは、資金運用のための有価証券取得による支出の増加

及び投資有価証券の売却・償還による収入の減少、固定資産の取得による支出の増加や連結子会社株式

会社ピスクの株式取得などにより、前年同期に比べ２４億２千５百万円減少し、△１３億２千万円とな

りました。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期の財務活動によるキャッシュ・フローは、新規連結子会社株式会社ピスクの借入金返済など

により、前年同期に比べ支出が２億１千６百万円増加し、△９億５百万円となりました。 

    以上の結果、当中間期末の現金及び現金同等物は前年同期末に比べ９５億２千７百万円増加し、  

   ２７１億１千５百万円となりました。 

    引き続き売上債権回収の効率化推進やたな卸資産の圧縮などを図り、当期のキャッシュ・フローの改

善に努めてまいります。 

 

    なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであり、いずれも連結ベー

スの財務諸表数値により計算しております。 
     

 2005 年 3 月期 2006 年 3 月期 2005 年 9 月中間期 2006 年 9 月中間期 

自己資本比率（％） 61.6 63.2 64.4 64.5 

時価ベースの自己資本比率（％） 74.6 81.7 70.6 80.5 

債務償還年数（年） 2.7 2.5 3.8 0.6 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 17.2 20.4 13.6 79.5 

   （注）上記指標の計算式は下記のとおりであります。 

      １．自 己 資 本 比 率：純資産(少数株主持分を除く)／総資産 

                     決算短信に掲記されている「自己資本比率」と同じ数値であります。 

      ２．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

      ３．債 務 償 還 年 数：有利子負債／営業キャッシュ･フロー（中間期は営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ×2 で算出） 

      ４．ｲﾝ ﾀ ﾚ ｽ ﾄ ･ ｶ ﾊ ﾞ ﾚ ｯ ｼ ﾞ ･ ﾚ ｼ ｵ：営業キャッシュ･フロー／利払い 
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４．中間連結財務諸表等 

４．１ 比較連結貸借対照表 
      （単位：百万円） 

  期 別  当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 対前連結会計年度末 前中間連結会計期間末 

 科 目  (2006 年 9 月 30 日) (2006 年 3 月 31 日) 比 較 増 減 (2005 年 9 月 30 日) 

  【 資 産 の 部 】       

流 動 資 産  ８２，１６８  ８１，６２２  ５４６  ７７，５８２  

  現 金 及 び 預 金  ６３９  ８００  △   １６０  ８８５  

  受取手形及び売掛金  ４３，６８１  ５０，６１５  △ ６，９３４  ４０，６８１  

  有 価 証 券  １，９１３  １，４０５  ５０８  ２，５０６  

  た な 卸 資 産  ５，４４５  ６，９８６  △ １，５４１  ９，９２５  

  預 け 金  ２６，５７５  １６，３８９  １０，１８６  １６，７０２  

  繰 延 税 金 資 産  ３，３５７  ４，８０７  △ １，４５０  ６，２６８  

  そ の 他  ６２２  ７８９  △   １６７  ８０８  

  貸 倒 引 当 金  △    ６７  △   １７１  １０４  △   １９６  

        

固 定 資 産  ８５，４８４  ８９，４８８  △ ４，００４  ８７，８７３  

 有 形 固 定 資 産   ３２，３０７  ３２，６９２  △   ３８４  ３３，６５６  

  賃 貸 営 業 資 産  １６２  ３８２  △   ２２０  ６８２  

  建 物 及 び 構 築 物  １５，３５４  １５，８６５  △   ５１１  １６，３７６  

  機械装置及び運搬具  ５１  ５５  △     ３  ６０  

  工 具 器 具 備 品  １，２０３  １，１７８  ２５  １，３２２  

  土 地  １５，１４４  １５，２００  △    ５６  １５，２００  

  建 設 仮 勘 定  ３９１  ９  ３８１  １５  

 無 形 固 定 資 産   ８，５９３  ８，３６８  ２２４  ８，７２３  

  ソ フ ト ウ ェ ア  ８，０７９  ８，２６９  △   １９０  ８，６２３  

  そ の 他  ５１４  ９９  ４１５  １００  

 投資その他の資産   ４４，５８２  ４８，４２７  △ ３，８４４  ４５，４９３  

  投 資 有 価 証 券  ２８，１０７  ３２，６８４  △ ４，５７６  ２９，６１０  

  差 入 敷 金 保 証 金  ３，１６８  ３，１９５  △    ２７  ３，４２１  

  前 払 年 金 費 用  １，９３７  １，８２５  １１２  １，８６９  

  繰 延 税 金 資 産  ７，５８８  ６，８７４  ７１４  ６，８６６  

  そ の 他  ４，１２４   ４，１０８  １５  ３，９６５  

  貸 倒 引 当 金  △   ３４４  △   ２６１  △    ８２  △   ２４０  

資   産   合   計 １６７，６５２  １７１，１１０  △ ３，４５８  １６５，４５５  
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        （単位：百万円） 

  期 別  当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 対前連結会計年度末 前中間連結会計期間末 

 科 目  (2006 年 9 月 30 日) (2006 年 3 月 31 日) 比 較 増 減 (2005 年 9 月 30 日) 

  【 負 債 の 部 】       

流 動 負 債  ４０，８０５  ２９，７４５  １１，０６０  ２６，４０３  

  買 掛 金  １２，４１１  １５，６４５  △  ３，２３４  １１，９０７  

  一年以内償還予定社債  １５，０００  ─  １５，０００  ─  

  未 払 費 用  ７，８８２  ７，５７１  ３１０  ７，０４１  

  未 払 法 人 税 等  ４７９  ５２６  △     ４７  ４３８  

  受 注 損 失 引 当 金  ６５５  ４０３  ２５１  ２，１７５  

  そ の 他  ４，３７６  ５，５９７  △  １，２２０  ４，８４０  

         

固 定 負 債  １３，５５６  ２８，１４６  △ １４，５８９  ２７，４３２  

  社 債  ─  １５，０００  △ １５，０００ １５，０００  

  退 職 給 付 引 当 金  １２，４７２  １２，０９５  ３７７  １１，５８４  

  役 員 退 職 慰 労 引当金  ４３９  ４８６  △     ４６  ４１５  

  プログラム補修引当金  １４８  １１３  ３５  ９４  

  そ の 他  ４９５  ４５１  ４４  ３３７  

 負   債   合   計  ５４，３６２  ５７，８９１  △  ３，５２８  ５３，８３５  

        

  【少数株主持分】       

少 数 株 主 持 分  ─  ５，１０８  ─  ５，０４８  

          

  【 資 本 の 部 】        

資 本 金  ─  ３４，１８２  ─ ３４，１８２  

資 本 剰 余 金  ─  ３５，２３５  ─ ３５，２３５  

利 益 剰 余 金  ─  ３９，４８２  ─  ３８，３６９  

その他有価証券評価差額金  ─  ６８８  ─  ３００  

為 替 換 算 調 整 勘 定  ─  ７４  ─  ３３  

自 己 株 式  ─  △ １，５５３  ─  △ １，５４９  

 資   本   合   計  ─  １０８，１１０  ─  １０６，５７１  

負債、少数株主持分及び資本合計 ─  １７１，１１０  ─  １６５，４５５  

         

  【純資産の部】       

株 主 資 本  １０７，７３２  ─  ─  ─  

  資 本 金  ３４，１８２  ─  ─  ─  

  資 本 剰 余 金  ３５，２３５  ─  ─  ─  

  利 益 剰 余 金  ３９，８６９  ─  ─  ─  

  自 己 株 式  △ １，５５４  ―  ─  ─  

評 価 ・ 換 算 差 額 等  ４００  ─  ─  ─  

  その他有価証券評価差額金  ２６７  ─  ─  ─  

  為 替 換 算 調 整 勘 定  １３３  ─  ─  ─  

少 数 株 主 持 分  ５，１５６  ─  ─  ─  

 純 資 産 合 計  １１３，２８９  ─  ─  ─  

 負 債 ・ 純 資 産  合 計  １６７，６５２  ─  ─  ─  
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４．２ 比較連結損益計算書 
      （単位：百万円） 

 期 別  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 対 前 年 同 期 前連結会計年度 
   自 2006 年 4 月  1 日 自 2005 年 4 月  1 日 自 2005 年 4 月  1 日 

 科 目  ( 至 2006 年 9 月 30 日 ) ( 至 2005 年 9 月 30 日 ) 比 較 増 減 ( 至 2006 年 3 月 31 日 ) 
 売 上 高  ７５，４８４  ７２，６２５  ２，８５９  １５４，５８０  

 売 上 原 価  ６２，２６０  ６０，０３３  ２，２２７  １２８，４０７  

  売 上 総 利 益  １３，２２３  １２，５９１  ６３２  ２６，１７２  

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ９，８０２  ９，５５１  ２５１  １９，７２１  

  営 業 利 益  ３，４２０  ３，０３９  ３８０  ６，４５１  

 営 業 外 収 益  ２０５  １６１  ４３  ３１３  

 ( 受 取 利 息 及 び 配 当 金 )  （    １２７） （    １０７） （     ２０） （    ２００） 

 ( 雑 収 益 )  （     ７８） （     ５４） （     ２３） （    １１３） 

 営 業 外 費 用  ８８５  １，３４２  △   ４５６  １，４７２  

 ( 支 払 利 息 )  （    １４５） （    １４５） （      ─） （    ２９２） 

 ( 雑 損 失 )  （    ７４０） （  １，１９７） （△   ４５７） （  １，１８０） 

  経 常 利 益  ２，７４０  １，８５８  ８８１  ５，２９２  

       

 特 別 利 益  ―  ─  ─  ８３８  

 特 別 損 失  ―  ─  ─  ８３４  

 税金等調整前中間(当期)純利益  ２，７４０  １，８５８  ８８１  ５，２９６  

 法人税、住民税及び事業税  ２１８  ３６８  △   １４９  ６８３  

 法 人 税 等 調 整 額  １，０４５  ８３７  ２０８  ２，０２７  

 少 数 株 主 利 益  １１０  １１６  △     ６  ２３５  

 中  間  ( 当期 )  純  利  益  １，３６５  ５３６  ８２９  ２，３５０  
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４．３ 連結剰余金計算書 及び 連結株主資本等変動計算書 
       （単位：百万円） 
 期 別   前 連 結 会 計 年 度   前中間連結会計期間  
   自 2005 年 4 月 1 日 自 2005 年 4 月 1 日 
 科 目  ( 至 2006年 3月 31日 ) ( 至 2005年 9月 30日 ) 
         
（資本剰余金の部）        
 資 本 剰 余 金 期 首 残 高   ３５，２３５   ３５，２３５  
 資 本 剰 余 金 増 加 高   ─   ─  
 資 本 剰 余 金 減 少 高   ─   ─  
         
 資本剰余金中間期末(期末)残高   ３５，２３５   ３５，２３５  
         
（利益剰余金の部）        
 利 益 剰 余 金 期 首 残 高   ３８，５００   ３８，５００  
         
 利 益 剰 余 金 増 加 高        
( 中  間 (当  期 )純  利  益 ) ( ２，３５０ ) ( ５３６ ) 
 利 益 剰 余 金 増 加 高 合 計   ２，３５０   ５３６  
         
 利 益 剰 余 金 減 少 高        
( 配 当 金 ) ( １，２８２ ) ( ６４１ ) 
( 役 員 賞 与 ) ( ２６ ) ( ２６ ) 

( 持分法適用会社の減少に 伴 う 剰 余 金 減 少 高 ) ( ５８ ) ( ─ ) 

 利 益 剰 余 金 減 少 高 合 計   １，３６８   ６６８  
         
 利益剰余金中間期末(期末)残高   ３９，４８２   ３８，３６９  
         
 
 
当中間連結会計期間（自 2006 年 4 月 1日 至 2006 年 9 月 30 日）   （単位：百万円） 

株    主    資    本 

 資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 合計 

Ⅰ．2006 年 3 月 31 日残高 ３４，１８２ ３５，２３５ ３９，４８２ △１，５５３ １０７，３４７ 

Ⅱ．中間連結会計期間中の変動額      
   剰余金の配当(注 1) ─ ─ △  ６４１ ─ △  ６４１ 
   利益処分による役員賞与(注 2) ─ ─ △   ２６ ─ △   ２６ 
   中間純利益 ─ ─ １，３６５ ─ １，３６５ 
   持分法適用会社の増加に伴う 
    剰余金減少額 ─ ─ △  ３１１ ─ △  ３１１ 

   自己株式の取得 ─ ─ ─ △    １ △    １ 
   株主資本以外の項目の中間連結 
    会計期間中の変動額（純額） ─ ─ ─ ─ ─ 

  中間連結会計期間中の変動額 合計 ─ ─ ３８６ △    １ ３８４ 

Ⅲ．2006 年 9 月 30 日残高 ３４，１８２ ３５，２３５ ３９，８６９ △１，５５４ １０７，７３２ 
      

 

     （単位：百万円） 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等   
 その他有価証券 

評 価 差 額 金 
為 替 換 算 
調 整 勘 定 

評価・換算差額等 
合 計 

少数株主持分 純資産 合計 

Ⅰ．2006 年 3 月 31 日残高 ６８８ ７４ ７６２ ５，１０８ １１３，２１９ 

Ⅱ．中間連結会計期間中の変動額      
   剰余金の配当(注 1) ─ ─ ─ ─ △  ６４１ 
   利益処分による役員賞与(注 2) ─ ─ ─ ─ △   ２６ 
   中間純利益 ─ ─ ─ ─ １，３６５ 
   持分法適用会社の増加に伴う 
    剰余金減少額 ─ ─ ─ ─ △  ３１１ 

   自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ △    １ 
   株主資本以外の項目の中間連結 
    会計期間中の変動額（純額） △  ４２１ ５９ △  ３６２ ４８ △  ３１４ 

  中間連結会計期間中の変動額 合計 △  ４２１ ５９ △  ３６２ ４８ ７０ 

Ⅲ．2006 年 9 月 30 日残高 ２６７ １３３ ４００ ５，１５６ １１３，２８９ 
      

 (注 1) 2006 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
 (注 2) 2006 年 6 月の連結子会社の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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４．４ 比較連結キャッシュ･フロー計算書 
    （単位：百万円） 

 期 別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
   自  2 0 0 6年 4月 1日 自  2 0 0 5年 4月 1日 自  2 0 0 5年 4月 1日 
 科 目  ( 至 2 0 0 6年 9月3 0日 )( 至 2 0 0 5年 9月3 0日 ) ( 至 2 0 0 6年 3月3 1日 ) 
 営業活動によるキャッシュ･フロー     
  税金等調整前中間(当期)純利益  ２，７４０   １，８５８  ５，２９６  
  減価償却費  ４，１７３   ３，５５３  ７，３４１  
  受取利息及び受取配当金  △    １２７  △    １０７  △    ２００  
  支払利息  １４５  １４５  ２９２  
  売上債権の増減額(増加:△)  ６，４２９  ７，２０８  △  ３，２４８  
  たな卸資産の増減額(増加:△)  １，５４５  △  ３，８７７  △    ９３８  
  前払年金費用の増減額(減少:△)  △    １１２  ４４  ８８  
  仕入債務の減少額  △  ３，３５０  △  ４，４９３  △    ７４４  
  受注損失引当金の増減額(減少:△)  ２５１  △  ２，９１１  △  ４，６８３  
  退職給付引当金の増加額  ３１５  ４６４  ９７５  
  その他  △    １７７  △     ２４  ２，０７９  

  小     計  １１，８３４  １，８６１  ６，２５９  
  利息及び配当金の受取額  １５１  ４０４  ５３７  
  利息の支払額  △    １４６  △    １４６  △    ２９２  
  法人税等の支払額  △    １８７  △    ５３８  △    ８２１  
  法人税等の還付額  ─  ４５７  ４５８  
  その他  ─  △     ５０  △    １８３  

 営業活動によるキャッシュ･フロー  １１，６５１  １，９８８  ５，９５９  
      
 投資活動によるキャッシュ･フロー     
  定期預金の預入による支出  ─  △    ４００  △    ５００  
  定期預金の払戻による収入  ─  ４００  ４００  
  預け金の預入による支出  △  ３，０００  ─  ─  
  預け金の払戻による収入  ３，０００  ─  ─  
  有価証券の取得による支出  △    ７９７  ─  ─  
  有価証券の売却・償還による収入  ４００  １，２００  ３，４０４  
  有形固定資産の取得による支出  △    ５５４  △    ３４５  △    ５９４  
  有形固定資産の売却による収入  １１５  ７９３  ８３１  
  無形固定資産の取得による支出  △  ２，９２７  △  ２，１６０  △  ４，６０１  
  投資有価証券の取得による支出  △     ２１  △  ２，１６０  △  ４，０７５  
  投資有価証券の売却・償還による収入  ２，８７２  ３，４０７  ４，４９８  
  関係会社株式の取得による支出  ─  ─  △  ２，０９１  
  関係会社株式の売却による収入  ─  ３２４  ３８１  
  新規連結子会社の取得による支出  △    ７０６  ─  ─  
  その他  ２９９  ４６  ２７８  

 投資活動によるキャッシュ･フロー  △  １，３２０  １，１０４  △  ２，０７０  
      
 財務活動によるキャッシュ･フロー     
  短期借入金の返済による支出  △    １８４  ─  ─  
  長期借入金の返済による支出  △     ３２  ─  ─  
  配当金の支払額  △    ６４１  △    ６４２  △  １，２８４  
  少数株主への配当金の支払額  △     ４５  △     ４６  △     ９２  
  自己株式の取得による支出  △      １  △      １  △      ５  

 財務活動によるキャッシュ･フロー  △    ９０５  △    ６９０  △  １，３８２  
      
 現金及び現金同等物に係る換算差額  ─  △      ２  △      ５  

 現金及び現金同等物の増加額 ９，４２６  ２，３９９  ２，５０１  
 現金及び現金同等物期首残高  １７，６８９  １５，１８８  １５，１８８  

 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高  ２７，１１５  １７，５８７  １７，６８９  
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 １．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数は２社であり、日立ビジネスソリューション株式会社及び株式会社ピスクであります。 

   連結の範囲から除外した子会社の数は６社であり、主要な非連結子会社としては、日立エスケイソーシャルシ 

  ステム株式会社、キャブカード＆サービス株式会社がありますが、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上 

  高、中間純損益及び利益剰余金等のいずれもが中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範 

  囲から除外しております。 

 

 ２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用の非連結子会社の数は６社であり、主要な会社としては、日立エスケイソーシャルシステム株式会 

  社、キャブカード＆サービス株式会社があります。なお、東京システム株式会社はキャブカード＆サービス株式 

  会社（旧 株式会社キャブカードサービス）を存続会社として合併し、また、HITACHI SOFTWARE GLOBAL  

  TECHNOLOGY,LTD.は HITACHI SOFTWARE ENGINEERING AMERICA,LTD.を存続会社として合併したため、当中間連結会 

計期間より持分法の適用範囲から除外しております。 

   持分法適用の関連会社の数は４社であり、株式会社アイネス、株式会社ビジネスブレイン太田昭和、株式会社 

  よみうりコンピュータ及び CAMBRIDGE HITACHISOFT EDUCATIONAL SOLUTIONS PLC.であります。 

   持分法を適用していない非連結子会社はありませんが、関連会社のうち１０社については、合計の中間純損益 

  及び利益剰余金等のいずれもが中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用範囲から除 

  外しております。 

 

 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

 ４．会計処理基準に関する事項 

 (１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     製  品……移動平均法による低価法 

     仕 掛 品……個別法による原価法 

   ②有価証券の評価基準及び評価方法 

     その他有価証券 

      時価のあるもの……市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価 

              は移動平均法により算定） 

      時価のないもの……移動平均法による原価法 
 

 (２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産……定率法（但し、1998 年 4 月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く。）については定額法） 

   無形固定資産……定額法 
 

 (３)重要な引当金の計上基準 

   貸 倒 引 当 金……営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 

              より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能 

              見込額を計上しております。 
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   受 注 損 失 引 当 金……ソフトウェアの請負契約に基づく開発のうち、当中間連結会計期間末時点で将来 
              の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについ 

              ては、当下半期以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。 

   退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年 

              金資産の見込額に基づき、当中間連結決算日において発生していると認められる額 

              を計上しております。 

   役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 

   プログラム補修引当金……プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく将来発生見込 

              額を計上しております。 

 

 (４)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の 

  賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 (５)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理……消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預 

 金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない、取得日から３か月以内に償 

 還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第 5号、平成 17 年 

  12 月 9 日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第 8号 平 

  成 17 年 12 月 9 日)を適用しております。これまでの資本の部の合計に相当する金額は 108,132 百万円であります。 

   なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸表規則の改正に 

  伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 (当中間連結会計期間末) (前連結会計年度末) (前中間連結会計期間末) 

１．有形固定資産減価償却累計額 12,236 百万円 12,462 百万円 11,971 百万円 

２．保 証 債 務 1,027  1,239  1,381  

３．当中間連結会計期間末日が金融機関の休日でありましたが、期末日満期手形の会計処理は、満期日に決済が 
 行われたものとして処理しております。 
  なお、期末日満期手形は次のとおりであります。 
  受 取 手 形 13 百万円     

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

  販売費及び一般管理費の主な内訳 

   (当中間連結会計期間) (前中間連結会計期間) (前連結会計年度) 
 給 与 諸 手 当  2,872 百万円 2,879 百万円 5,567 百万円 

 退 職 給 付 費 用  192  187  357  

 減 価 償 却 費  483  534  1,097  

 研 究 開 発 費  991  1,182  2,520  

 営 業 技 術 費  1,487  1,239  2,616  
 



   － 15 － 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 （当中間連結会計期間） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
    （単位：株）
 前連結会計年度末 当中間連結会計期間 当中間連結会計期間 当中間連結会計期間末 
 株式数 増加株式数 減少株式数 株式数 
 発行済株式     
  普通株式 64,479,381 ─ ─ 64,479,381 
   合 計 64,479,381 ─ ─ 64,479,381 
 自己株式     
  普通株式 335,924 705 ─ 336,629 
   合 計 335,924 705 ─ 336,629 

（注）普通株式の自己株式の増加 705 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 
 

  ３．配当に関する事項 
 

   (1) 配当金支払額 
 

 配当金の １株当たり 
（決議） 

株式の種類 
総額 配当額 

基準日 効力発生日 

 2006 年 5 月 29 日 
  取 締 役 会 

普通株式 641 百万円 10.00 円 2006 年 3 月 31 日 2006 年 6 月 1日 

 
   (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 
 

 配当金の １株当たり 
（決議） 

株式の種類 
総額 

配当の原資 
配当額 

基準日 効力発生日 

 2006 年 10 月 30 日 
  取 締 役 会 

普通株式 769 百万円 利益剰余金 12.00 円 2006 年 9 月 30 日 2006 年 12 月 4 日 

 

 

（中間連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

   現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に記載されている科目の金額 

  との関係 

 (当中間連結会計期間末) (前中間連結会計期間末) (前連結会計年度末) 

現金及び預金勘定 639 百万円 885 百万円 800 百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △  100  ─  ─  

有価証券(ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰ) ―  ―  499  

預け金 26,575  16,702  16,389  

現金及び現金同等物 27,115  17,587  17,689  
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５．セグメント情報 
１．事業の種類別セグメント情報 

当社グループは、ソフトウェア開発並びに販売、情報処理機器及び情報処理システム販売を事業内容としており、 

   情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 
 
  ２．所在地別セグメント情報 

    本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載 

   しておりません。 
 
  ３．海外売上高 

    海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
 
 
６．部門別受注及び販売実績の状況 
  １．部門別受注高 

                                               （単位：百万円） 

期別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 
 自  2 0 0 6年 4月  1日 自  2 0 0 5年 4月  1日  自  2 0 0 5年 4月  1日 
 (至  2 0 0 6年 9月 3 0日 ) ( 至 2 0 0 5年 9月 3 0日) 対前年同期比 (至 2 0 0 6年 3月 3 1日 ) 

 区分 金 額 構成比 金 額 構成比  金 額 構成比 

システム開発 67,273 84.0%  61,030 75.6% 110%   114,755 75.7% 

情報処理機器 12,820 16.0%  19,739 24.4% 65%   36,746 24.3% 

計 80,093 100.0%  80,770 100.0% 99%   151,502 100.0% 

 

  ２．部門別販売実績 

                                               （単位：百万円） 

期別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 
 自  2 0 0 6年 4月  1日 自  2 0 0 5年 4月  1日  自  2 0 0 5年 4月  1日 
 (至  2 0 0 6年 9月 3 0日 ) ( 至 2 0 0 5年 9月 3 0日) 対前年同期比 (至 2 0 0 6年 3月 3 1日 ) 

 区分 金 額 構成比 金 額 構成比  金 額 構成比 

システム開発 61,486 81.5%  53,785 74.1% 114%   115,811 74.9% 

情報処理機器 13,998 18.5%  18,839 25.9% 74%   38,768 25.1% 

計 75,484 100.0%  72,625 100.0% 104%   154,580 100.0% 

    (注)１.システム開発 
        基本ソフトウェア、業務ソフトウェア及び汎用ソフトウェアパッケージの開発及びトータルソリューションの提供。 
        ユーザが情報システムを構築・運用するために必要なシステムエンジニアリングサービスとコンサルティングサー 
       ビスの提供。 

       ２.情報処理機器 
        情報処理機器及びソフトウェアを組み合わせた情報処理システムの販売及び保守サービス 



   － 17 － 

７．有価証券 
 
 （当中間連結会計期間）（２００６年９月３０日現在） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 
 
  ２．その他有価証券で時価のあるもの 
                                             （単位：百万円） 

種   類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 
 株   式 358     871     512     
 債   券    
   国債・地方債等 ─     ─     ─     
   社     債 1,306     1,308     2     
   そ  の  他 5,395     5,319     △ 76     
 そ の 他 34        64        29     

合   計 7,095     7,564     468     
 
  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券   
 非上場株式 3,446 百万円 

 

 

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 
 （当中間連結会計期間）（２００６年９月３０日現在） 
  該当事項はありません。 
 
 
 

 


